
 

政府による日本学術会議会員被推薦者の任命拒否に関する特別決議 

 

 

10月 1日、菅義偉内閣総理大臣は、日本学術会議が新会員に推薦した 105人のうち、人

文・社会科学系 6名の任命を拒否するとともに、その理由すら明確に説明していない。日本

学術会議法第三条には「独立して科学の重要事項を審議し、その実現を図ること」が明記さ

れており、このような決定は、憲法で保障された「学問の自由」への明白な侵害であるとと

もに、これまで曲がりなりにも保障されてきた「学術会議の独立性」に対する挑戦でもある。

さらには、科学者の自由な研究活動を萎縮させるとともに、ひいては国民の「知る権利」、

「言論の自由」に対する計り知れない損害をもたらしうる暴挙である。我々は、菅首相に対

し、こうした決定に至った経緯と理由をすみやかに開示するとともに、この措置を撤回し、

６名の被推薦者全員の任命を強く求めるものである。 

振り返れば、日本学術会議は、戦時下における言論弾圧と学問封殺の下で、科学研究活動

の戦争協力を強いられた苦い経験への反省から誕生した。学問の自由や学術会議の独立性

は、こうした反省を踏まえ、かつ「わが国の平和的復興、人類社会の福祉に貢献し、世界の

学界と提携して学術の進歩に寄与することを使命」（日本学術会議法前文）とする戦後の科

学者が、分野を超えて守り育ててきた仕組みである。科学的かつ自由闊達な議論のためには、

その構成員が学問的・思想的に多様であることが不可欠であり、歴史を振り返るとき、安易

な政治的介入は許されない。 

我々は、以上の観点から、学問の自由と学術会議の独立性・自律性確保のために、今回の

任命拒否に厳重に抗議する。 
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